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  お知らせ 

第１４回たま工業交流展のご案内 

★たま工業交流展とは： 

(社)東京技術士会は、今年も「第１４回たま工業

交流展」に出展致します。ぜひご覧くださいますよ

う、次のように案内申し上げます。 

開催日時：平成27年2月26日(木)・27日(金)  

各日10時～16時 

会場：東京都立多摩職業能力開発センター人材育成

プラザ（JR青梅線西立川駅より徒歩７分） 

★出展分野： 

①機械・金属・電気機器分野、②情報関連・ソフト

関連分野、③環境関連分野、④その他製造業、⑤学

校関連・協力団体（⑤の分野に(社)東京技術士会が

展示しています） 

★展示内容： 
①掲示物：(社)東京技術士会の技術・経営支援内容 

②(社)東京技術士会の協力関係会社の現物展示 

③(社)東京技術士会の各種PRパンフレット 

④無料経営・技術相談、を実施しています。 

★今回、(社)東京技術士会は”認定支援機関”にな

っております。（裏面を参照ください） 

この制度をフルに活用するために「中小企業ワン

ストップ支援プログラム」を確立して中小企業・小

規模事業者の方々のご支援用パンフレットをご用

意いたします。 

どうぞ、お気軽にお申込みください。 

▶一般社団法人東京技術士会に興味のあるお

客様と業務相談のあるお客様は、 

http://peit.jp/ にアクセスしてください． 

▶会員向け定例会議情報：（毎回１３：００～１７：００港区生涯学

習センター）．11月26日（水），12月24日（水），第４水曜日が

予定日です.皆様ご参集ください． 
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中小企業支援センター 

(社)東京技術士会では多種類の「セミナーテーマ」の提

供ができます。技術的なセミナー、経営者・管理者向け

のセミナー、企業向けのセミナー等、開催団体様のご要

望に応じて実施することができます。 主なセミナーのテ

ーマ例を以下に紹介します。 

＜経営者・管理者向けセミナー＞         

■中小サービス業のための顧客満足と生産性の向上 

■荷主のための物流センターの企画・改善のあり方 

■御社の目に見えない魅力を見つけアピールしよう 

■知的財産の保護・活用について 

■モノづくりに携わる者の倫理 

■ＩＳＯマネジメントシステムの共通仕様書化 

■プライバシーマーク取得の極意 

■中小企業の海外進出の要点 

■Public-Private Partnership（PPP）手法によるインフラ事業の要点 

 

➢東京技術士会は本年6月、認定支援機関（経営革新

等支援機関）に登録されました（認定日：平成26年6月

16日）。  

認定支援機関はさまざまな悩みを抱えている企業の

相談先として国により制定された制度です。経営・技術

のご相談に経験豊富な技術士が専門家の「チーム」と

して連携し、企業活動を支援いたします。 

これまでの公的支援（専門家派遣制度）では満足で

きなかった点を補うため、東京技術士会のメンバーが

各技術分野の専門家である特性を生かし、つぎのこと

をお約束します。 

（1）専門家派遣制度をつないで、皆様の課題を解決ま

でお手伝いします。 

（2）経験豊富な技術士が「チーム」として連携して経営・

技術のご相談にワンストップ窓口でご支援します。 

発展をめざす企業様のホームドクターとして、ご活用く

ださい。 

  

 

 

 

 

 

PＥＩＴ News  Ｌｅｔｔｅｒ  Ｖｏｌ．１3 

発行年月   ２０１4年11月15日 

発行者    一般社団法人東京技術士会 

年２回発行  定価 ５０円 

＜技術的セミナー＞ 

■ネガ・テクノロジー 

■簡易シミュレーションシステムaGPSS 

■機械加工図面を正しく読む 基礎と応用 

■天然ガス利用技術 

★お問合せ：東京技術士会（北口）へ 

 

 

 

セミナーのテーマについての案内 

認定支援機関・東京技術士会のご利用について 中小企業支援センター 

認定支援機関・東京技術士会のミッションとアクション 

１．ホームドクター的役割  →企業に密着したきめ細かな

経営相談・現状把握・改善などに対応いたします。  

２．専門性の高い支援   →補助金申請、事業計画策定、

創業支援、事業承継、生産管理・品質管理、情報化、知的

財産、販路開拓、人材育成、海外展開、ＢＣＰ作成、物流戦

略など経営と技術の課題解決を支援いたします。 

３．継続的フォローアップ    →専門家派遣制度のつなぎ

と専門家連携により進捗状況管理、継続的モニタリング・フ

ォローアップなど課題解決までご支援します。 

４．地域支援体制の強化 →よろず支援拠点や認定支援

機関のネットワークと商工会議所・商工会、公的支援機関

などとの協力を図ります。 

５．中小企業会計の普及 →「中小企業会計要領」等の推

奨および信頼性ある計算書類の作成・活用の普及に努め

ます。 

＜ご利用について＞ お問い合わせは info@peit.jpまで 

 




